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概要

本研究では，援助要請行動を悩みの相談行動と定義し，相談行動に対する被援助志向性，

心理的負債感，抑うつの影響性を検討した。大学生297名を対象に質問紙調査を行った結

果，相談行動に影響するのは悩みの経験およひ対皮援助志向性であることが示された。悩み

の経験が多いほど，また，被援助志向性が高いほど相談行動を多く行っていた。心理的負

債感および抑うつは相談行動に影響を及ぼさないことが示された。今後は，相談行動以外

の援助要請行動や，援助要請をする相手による違いについても検討する必要がある。
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問題と目的

困難に遭遇した際に他者に援助を求めるかどうかとしづ問題については，援助要請行動

の文脈で研究がなされている。援助要請行動（help-seekingbehavior）とは，「個人が問題の

解決の必要があり，もし他者が時間，労力，ある種の資源を費やしてくれるのなら問題が

解決，軽減するようなもので，その必要のある個人がその他者に対して直接的に援助を要

請する行動JとDePaulo(1983）は説明している。援助要請行動は重要な対処方略の一つで

あり，あらゆる援助の基礎となるものである。

臨床心理学や教育心理学の領域では，身近な他者への相談や，カウンセリングへの相談

などを援助要請として捉え，研究が蓄積されてきた（木村・梅垣・水野，2014;W日son,Deane, 

Cia町ochi,& Rickwood, 2005）。心の病のある人や援助の必要性が高い人と，実際のメンタ

ルヘルスサーピ、スの利用者の割合の間には大きな布陣症があり，援助要請研究ではこのよう

な現象を「サービスギャップ」と呼ぶ（Stefl& Prosperi, 1985）。全国の高等教育機関にお

ける学生支援取組状況に関する調査によれば， 9割以上の大学が「悩みを抱えていながら

相談に来ない学生への対応jを必要性の高い課題であると回答している（小島，2011）。援助

要請行動の促進は重要な課題であり，そのためには援助要請行動に影響を及ぼす要因を明

らかにすることが求められる。
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援助要請行動に関連する認知的側面として被援助志向性がある。被援助志向性とは，困

難に直面したとき他者へ援助を求めるかどうかの認知的枠組みで、ある（水野・石隈， 1999）。

この被援助志向性を高めることが援助要請行動につながり，必要な援助の獲得につながる

と考えられる。しかし，被援助志向性が実際の援助要請行動にどの程度影響しているのか

を示した研究は少ない。

援助要請行動に関連する感情的側面としては心理的負債感と抑うつが挙げられる。心理

的負債とは，「援助者に何らかのかたちで返報しなければならないという義務のある状態J

で、ある（Greenberg,1980）。日本人は，援助者にコストをかけたことに心理的負債感を抱く

傾向があり，援助者が援助要請に応じて時間や労力を割くことに対し申し訳なさを感じる

（一言ら，2008）。したがって，心理的負債感が援助要請行動の抑制要因の一つである可能性

があるが，心理的負債感が援助要請行動に及ぼす影響を明らかにした研究はない。

抑うつに関しては，抑うつにおける無気力や活動性の低下の側面が援助要請を抑制する

と言われている（Garland& Zigler,1994）。国内でも，児童生徒を対象とした研究において，

抑うつ傾向と援助要請態度および援助要請行動との負の関連や，うつ症状と援助要請意図

との聞に負の関連が認められている（西谷・桜井，2006；永井，2012）。これらの先行研究か

ら，抑うつ傾向が高いほど援助要請行動が抑制されると考えられるが，青年・成人におい

てもその関連性が見られるのかを確認する必要がある。

援助要請行動には男女差があることが多くの研究から明らかになっており，女性は男性

よりも援助要請行動を取りやすい（e.g.，山口・西川， 1991）。上述の被援助志向性，心理的

負債感，抑うつについても性差があることが報告されている。まず，被援助志向性は，男

性に比べて女性の方が高いことが報告されている（水野・石隈，1999）。そして，心理的負債

感は，大学生において男性よりも女性の方が高いことが明らかになっている（相川・吉森，

1995）。さらに，日本の一般成人において抑うつ状態の頻度は女性で、高いことが分かってい

る（今野ら，2008）。ただし，大学生では抑うつ状態に男女差は見られないという報告もなさ

れているため（山崎・村松，2014），抑うつの性差に関しては検討の余地がある。このように，

援助要請行動やその関連要因には性差があることが様々な研究で確認されている。したが

って，援助要請行動に至るまでのメカニズムは’↑生別lこよって異なる可能性がある。

以上から，本研究では被援助志向性，心理的負債感，抑うつが援助要請行動に与える影

響を明らかにすることを目的とする。また，これらの変数には性差が見られるため，性別

による違いについても検討を行う。なお，援助要請行動については，本研究では「悩みを

相談する行動」と定義し調査する。

方法

調査対象者

甲信越地方の4年制大学に所属する大学生343名を対象に調査を実施し，そのうち回答
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に不備のない297名（男性114名，女性180名，不明3名）のデータを分析の対象とした（有

効回答率 ：86.59%）。平均年齢は20.06歳（SD=0.97）であった。

測定材料

本調査の質問紙の構成は以下の通りである。

被援助志向性 被援助志向性の指標として f被援助志向性尺度J（田村・石隈，2001）を使

用した。被援助志向性尺度は， 11項目から構成される自記式質問紙尺度であり，回答形式

は ri：当てはまらないjから「5：当てはまるjまでの5件法である。項目得点の単純合
計を尺度得点とする（得点範囲 ：11点～55点）。

心理的負債感 心的負債感の指標として 「心理的負債感尺度IS-18J（相川・ 吉森，1995)

を使用した。「心理的負債感尺度IS-18Jは， 18項目から構成される自記式質問紙尺度であ

り，回答形式は，「1：全くあてはまらない」から 「6：非常によくあてはまるjまでの6件

法である。項目得点の単純合計を尺度得点とする（得点範囲： 18点～108刻。

抑うつ 抑うつの指標として 「PHQ-9日本語版（重症度評価版2013)J（村松，2014）を使

用した。PHQ-9は9項目から構成される自記式質問紙尺度であり，回答形式は「全くな

しリ f数日J「半分以上」「ほとんど毎日」の4件法である。症状評価は，全くない＝O点，

数日＝1点，半分以上＝2点，ほとんど毎日＝3点として総得点、（O～27点）を算出した。

援助要請行動 援助要請行動の指標として，大学生の主要な6つの悩みの項目（木村・水

野，2004）を用いた。「対人関係」 f恋愛・異性J「性格外見」「健康」「卒業後の進路や将来j

f学力 ・能力Jという 6つの悩みを提示し，それぞれの悩みについて過去4週間の悩みの

経験と，そのことをどれイ立相談したかを尋ねた。悩みの経験についてはri：悩んだことは
ないJr2：あまり悩んだことはないJr3：どちらともいえなしリ「4：少し悩んだことがあ

るJ「5：悩んだことがあるJの5件法で回答を求めた。相談行動については「1：相談しな

かったj「2：あまり相談しなかったj 「3：どちらともいえないJ「4：少し相談したJr5: 

相談したJの5件法で回答を求めた。悩みの経験，相談行動それぞれについて，項目への

回答の合計を算出し，各々の尺度得点とした。なお，この測定方法は，永井（2013）が援助

要請行動を測定するために用いた測定方法である。

調査手続き

講義開始前および講義終了後の時間を利用して質問紙調査を実施した。質問紙の表紙に

は，調査の内容と目的，回答は任意であること，協力しないことによる不利益は一切ない

こと，データは匿名化され統計的に処理されることが明記された。表紙の説明に同意した

場合に質問紙に回答するよう依頼した。

倫理的配慮

調査実施に際して，信州大学教育学部研究委員会倫理審査部会の承認を得た（承認番号

H28・20）。
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結果

各変数の男女差

まず，本研究のサンフ。ルが先行研究と同質のデータであることを確認するために，十生別

を独立変数とする t検定を行った。その結果，相談行動，悩みの経験，被援助志向性，心

理的負債感において女性が男性よりも有意に高い得点を示していた（表 1）。抑うつの指標

である PHQ-9については男女の得点差は有意で、はなかった。先行研究と同様の結果が得

られたことから，本研究のサンプルは先行研究と同質であると言える。

表1 男女別の平均値と SDおよび t検定の結果

女性 男性

λd「 SD M SD t値

相談行動 14.33 5.92 11.96 6.22 3.27** 

悩みの経験 19.21 5.86 16.50 6.51 3.69*** 

被援助志向性 41.99 6.17 40.34 5.82 2.29会

心理的負債感 73.89 9.52 71.18 9.48 2.38会

PHQ-9 5.16 4.30 4.50 5.19 1.18 

合pく.05,＊会p<.01，合士会p<.001

注： PHQ-9=Patient Health Questionnaire-9日本語版

変数聞の相閥

次に，相談行動と悩みの経験，被援助志向性，心理的負債感，抑うっとの関連を確認す

るために変数間相関を求めた。その結果，相談行動と悩みの経験（r=.68,pく.01），相談行動

と被援助志向性（r=.15,pく.05），相談行動と PHQ-9(r=.27,pく.01）に有意な正の相関が認、

められた。相談行動と心理的負債感は無相関（r=.05, n.s.）で、あり，仮説は支持されなかっ

た。相談行動と被援助志向性の正の相関は仮説を支持する結果である。一方，心理的負債

感およびPHQ-9と相談行動との関連については，仮説は支持されなかった。
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男女差を考慮するために，十生別ごとに相関分析を行ったo結果を表2に示す。相談行動

と悩みの経験，相談行動と PHQ-9，悩みの経験と PHQ-9においては男女ともに有意な正

の相関があった（表 2）。相談行動と被援助志向性には男性においてのみ有意な正の棺闘が

認められ，女性で、は有意な相関が見られなかった（表2）。さらに，悩みの経験と心理的負債

感との問，被援助志向性と PHQ-9との間，心理的負債感と PHQ-9との聞には，女性にお

いてのみ有意な相関が認められた（表 2）。

表2 各変数の基礎統計量と変数聞の相関（男女別）

変数
M(S[}) 

1. 2. 3. 4. 5. 
Ma Fe 

1.相談行動 .65付 .08 .05 .22 ** 11.96 14.33 

(6.22) (5.92) 

2.悩みの経験 .68帥 ー.09 .18 * .40帥 16.50 19.21 

(6.51) (5.86) 

3.被援助志向性 .19* .14 .08 ー.32州 40.34 41.99 

(5.82) (6.17) 

4.心理的負債感 -.01 .01 .11 .29付 71.18 73.89 

(9.48) (9.52) 

5.PHQ-9 .32＊会 .37 ** ー.09 .01 4.50 5.16 

(5.19) (4.30) 

*p<.05, **p<.01 

注：男性ll4名（左下）， 女性180名（右上），Ma=Male（男性）， Fe=Feroale（女性），PHQ-9=Patient 
Health Questionnaire-9日本語版

相談行動を予測する変数の検討

各変数が相談行動に及ぼす影響を検討するために重回帰分析を行った。独立変数は↑生別，

年齢，悩みの経験，被援助志向性，心理的負債感，抑うつの6つであり，従属変数は相談

行動の合計得点である。変数の投入は同時に行った。

重回帰分析の結果，悩みの経験およひ市援助志向性が相談行動に対し有意な正の影響を

示した（β＝.66,pく.001；β＝.13,pく.01,R2=.47，〆 .001）。悩みの経験が有意な正の影響を示
し，悩みの経験が多いほど相談行動が多かった。また，被援助志向性が有意な正の影響を

示し，被援助志向性が高いほど相談行動が多いとしづ仮説が支持された。 一方，心理的負

「
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債感および PHQ-9は相談行動に有意な影響を及ぼしていなかった。したがって，心理的

負債感と抑うつに関しては仮説が支持されなかった。

男女別に重回帰分析を行った結果，女性においてのみ被援助志向性が相談行動に対し有

意な正の影響を示した（図 1）。説明率（R今は男女ともに 0.1%水準で、有意で、あった。男性と

女性で違いが見られたのは，被援助志向性の影響性で、あった。女性においてのみ，被援助

志向性が相談行動に対し有意な正の影響を示した（図 1）。つまり男性では悩みの経験のみ

が相談行動に影響しており，被援助志向性の影響性は有意で、なかった。

男性 女性

賞。6 一一一一 ＼ヘ09

図1 相談行動を従属変数とした男女別重回帰分析の結果

注： PHQ-9=PatientHealth Questionnaire-9日本語版

考察

本研究では，援助要請行動を悩みの相談行動と定義し，相談行動に対する被援助志向性，

心理的負債感，抑うつの影響性を検討した。相談行動を従属変数とした重回帰分析の結果，

相談行動に最も影響するのは悩みの経験で、あった。悩みを抱えている時には，心理的負債

感の程度に関わらず，相談行動が生起しやすいことが示唆された。永井（2013）は援助要請

スタイル×悩みの経験によって群分けして分散分析を行っているが，援助要請自立群およ

び過剰群において悩みの経験の単純主効果が有意であり，いずれも悩み高群の方が相談行

動が多かった。木村・水野（2004）で、は悩みの深刻度が被援助志向性に関連することを明ら

かにしており，特に「心理・健康面Jの悩みの深刻度は，学生相談・友達・家族への被援

助志向性それぞれ全てにおいて正の関連を示した。本研究の結果は，これらの先行研究の

結果を裏付けるものである。
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悩みの経験に次いで相談行動に強く影響しているのは，被援助志向性であった。被援助

志向性が相談行動に正の影響を与えているとしづ結果は，雨宮・松田(2015）と一致する。

雨宮・松田（2015）によると，被援助志向性は友人への援助要請行動と家族への援助要請行

動の両方に対して正の影響がある。しかし，その影響は弱く，被援助志向性を高めること

のみでは援助要請行動を促進させるために十分とは言えず，ソーシャルサポートのほうが

より家族や友人への援助要請行動を促進させる可能性があるという（雨宮・松田，2015）。本

研究においても，被援助志向性の影響はそれほど強いものではなく，その有意性も女性に

しか見られなかった。そのためj援助要請行動の促進に役立てるためにはさらなる検討が

必要であるよ

心理的負債感は，相談行動に影響を及ぼさないことが示された。この結果については，

次の2つの理由が考えられる。 1点目として，心理的負債感は情緒的サポートよりも物質

的サポートを受けた時に特に高まりやすい可能性がある。衡平理論において，援助行動は

利益のやり取りとみなされる(Adams,1963）。援助者との関係の中で，利益を受ける被援助

者は過剰報酬による不衡平な状態に置かれ(Adams,1963），その不衡平状態は心理的苦痛を

もたらす（原田，2001）。この時の心理的苦痛や負担が，いわば心理的負債感である。したが

って，利益の有無や大きさが目に見える物質的サポートの方が，情緒的サポートに比べて

心理的負債感を喚起させやすいと考えられる。野崎・石井（2004）によると，心理的負債感

の大きさは f緊急事態時の要請J，「貴重な資源の要請J'f利己的要請J'f日常の要請j，「心

的サポートの要請」の順に高い。相談行動は「心的サポートの要請」に該当し，野崎・石

井（2004）の示した5種類の援助要請行動の中で最も下位に位置している。つまり，相談行

動はその他の援助要請行動と比較して心理的負債感をそれほど感じない可能性がある。

2点目として，本研究の参加者には，心理的負債感を低減するための機会と方略が十分

に備わっていたということが考えられる。援助を受けることで作られた不衡平状態を解消

するためには返報が必要であるが，具体的な返報方法が分からないなどの理由で援助要請

が回避されることがある（梅垣・木村，2012）。これは，相手に対しての返報方法が分かって

いる場合には，心理的負債感が高まったとしても「お返しをすればし＇＂＇ ＼」と考えて援助要

請を実行できるということを意味する。実際，返報の機会を予期した高自尊心者は，返報

の機会を予期しない高自尊心者よりも援助要請が多いという研究報告もなされている

仏rie,Netanel, & Abigail, 1985）。返報の機会と方略が備わっている条件下で、は，心理的負

債感は援助要請を抑制しないのかもしれない。

抑うつに関しては，被援助志向性と有意な負の相関が認められた。この結果は，児童や

中学生を対象とした先行研究伐く井，2012；西谷・桜井，2006）の結果とも一致するものであ

った。抑うつが高いほど被援助志向性が低くなるという仮説は，大学生においても支持さ

れたと言える。 一方，重回帰分析の結果，抑うつは相談行動に対して有意な影響性を有し

ていなかった。このことから，抑うつは被援助志向性を介して間接的に相談行動を抑制す
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る可能性はあるものの，直接的には影響を及ぼさないと考えられる。なお，相関分析にお

いて抑うっと相談行動との聞に見られた正の相関は，相談行動に強く影響する悩みの経験

が抑うっと関連していることから生じた疑似相関で、あったと言える。

男女別の分析の結果から，援助要請行動の様相には性差がある可能性が高いことが推察

された。まず，女性の方が男性よりも相談行動および被援助志向性が有意に高いことが示

された。女性が男性よりも相談行動が多いという結果は， Leong& Zacher(1999）や山口・

西JI[(1991）の研究結果とも一致するものである。被援助志向性も，男性に比べて女性の方

が高いことが報告されている（水野・石隈，1999）。しかし，女性は悩みの経験と心理的負債

感も男性に比べて有意に高かった。加えて，女性では心理的負債感と悩みの経験，心理的

負債感と抑うつに正の闘連があった。このことから，女性は心理的負債感を感じやすい者

ほど悩みが多く，抑うつ傾向も高いことが示唆された。したがって，女性は相談行動が多

いとはいえ，相談行動に付随する感情的側面が喚起されやすい可能性があると言える。そ

のため，女性に対しては，援助要請行動をただ促すだけではなく，心理的負債感や抑うっ

といった，援助要請に伴って起こりうる感情的側面も考慮しながら支援を行う必要がある

かもしれない。

最後に，本研究の限界点と今後の課題について述べる。本研究では，援助要請行動を相

談行動のみに限定して調査を行ったため，本研究の結果を相談行動以外の援助要請行動に

一般化する際には卜分に慎重になる必要性がある。援助要請行動には，悩みを相談するこ

と以外にも，例えば難しい問題を解くのに先生や級友に助言をもらう，旅先で道を尋ねる，

怪我をしたときに医者に援助を求めるなど，保々な内容を含むものであるのePaulo,1983）。

また，ソーシャルサポートには情緒的サポート，評価的サポート，道具的サポ）ト，情報

的サポートの4種類があり（House,1981），どのサポートを希求するかによっても援助要請

行動の様相は異なると考えられる。また，本研究では相談をする相手については間わず，

相談したかどうかのみを従属変数として測定した。一方，心理的負債感は援助要請者が援

助者に対して抱く感情であることから，心理的負債感が援助要請行動に与える影響は相談

相手によって異なる可能性がある。そのため，今後は相談行動以外の援助要請行動や，援

助要請をする相手による違いについても検討する必要がある。
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